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研究成果の概要：本研究では要支援者の身体機能を評価するテストバッテリ（組テスト）と評

価尺度を作成し，対象者へのフィードバックやライフスタイルの変容に主眼をおいた評価尺度

（身体機能年齢）を作成した．また，今回実施した運動プログラムは，特定高齢者に対しても

安全に継続することができ，身体機能や身体活動量の向上につながる可能性が示された．そし

て，身体機能評価や家庭でも実施可能な運動プログラムを提供するシステムを試作した． 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006年度 1,900,000 0 1,900,000 

2007年度 700,000 0 700,000 

2008年度 500,000 150,000 650,000 

年度    

  年度    

総 計 3,100,000 150,000 3,250,000 

 
 
研究分野：応用健康科学，測定評価，運動生理学 

科研費の分科・細目：健康・スポーツ科学・応用健康科学 

キーワード：高齢者，要支援者，特定高齢者，身体機能，テストバッテリ，運動プログラム， 

      介護予防，ヘルスプロモーション 
 
１．研究開始当初の背景 
 21世紀は“高齢者の世紀”と言われる程，
わが国の高齢化は急速に進行している．本邦
の高齢化率は19.5％に上昇し（平成17（2005）
年度版高齢社会白書），医療費や介護負担は，
今後も増加し続けると予想されている．平成
12（2000）年から介護保険制度が施行され，
障害を持つ高齢者では，在宅での介護，看護
に保険が適応されることになった．介護保険
の給付費は初年度の3兆2千億円から5兆6
千億円に増加し（平成15（2003）年度介護保
険事業状況報告（年報）），今後 10年以内に

10兆円を突破するものと推計されている．平
成17（2005）年に高齢者の「自立支援」，「尊
厳の保持」を基本としつつ，制度の持続可能
性の観点から介護保険制度が改正された．改
正介護保険制度では，介護保険給付費の約
50％を占める「要支援」と「要介護 1」の一
部を対象として，平成18（2006）年4月から
筋力トレーニングや栄養指導などを行う「新
予防給付制度」が導入され，費用負担や給付
費の効率化を図ることが期待されている．超
高齢化に向かう現在，いかに施設や病院など
に入所（院）することなく，在宅で自立した
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日常生活を行える身体機能（体力）を維持す
るように教育し，身体機能面の指導を介して
生活支援を行うことは個人にとってだけで
はなく，社会的・医療経済的にも意義のある
ことである． 
 
２．研究の目的 
 現在の介護保険でサービスを受けるには，
要介護認定を受け，要支援もしくは要介護 1
～5の認定を受けることが必要である．平成
18（2006）年4月からは，この6段階の認定
区分のうち，要支援と要介護1の一部が要支
援1，要支援2に変わり，要支援1・2と要介
護1～5という7区分になる．また，要支援1・
2の認定者を対象に，「介護予防」を目指した
「新予防給付制度」が導入される．すなわち，
要介護状態にならないようにするために，身
体機能を維持・向上させるという視点が強化
され，ダンベルなどを用いた筋力向上や転倒
予防のバランストレーニング，栄養改善指導，
閉じこもり予防，あるいは口腔ケアなどの
「介護予防サービス」が予定されている． 
 本研究では要支援 1・2の認定者を対象に
実施される「介護予防サービス」の支援シス
テムの構築を目指した試みを実施し，その効
果を検討することを目的とする．高齢者の生
活機能は身体機能により規定される部分が
大きく，健康で自立した生活を送るために身
体機能の維持・向上は重要である．身体機能
を維持・向上させるという視点からダンベル
などを用いた筋力向上や転倒予防のバラン
ストレーニングが「介護予防サービス」とし
て導入されるが，より効果的に実施するため
には，個々人に応じた適切なトレーニングメ
ニューを提供し，その効果が判定できるシス
テムの開発が急務である． 
 第1段階（（1）平成18（2006）年度）とし
て，要支援 1・2の認定者が実施可能な身体
機能評価テストバッテリを作成するととも
に，評価基準値を設定し，データベースの構
築を目指す．また，本段階により，要支援1・
2の認定者の身体機能の特徴をつかみ，個々
人の身体機能や生活環境などに応じた適切
な運動プログラム提供のための調査，検討を
行う． 
 その後，第2段階（（2）平成19（2007）年
度）として，データベースに蓄積されたデー
タをもとに，個々人の身体機能などに応じた
個別プログラムの作成へとつなげる．内容と
しては，要支援 1・2の認定者を対象に，身
体機能測定，質問紙調査などを実施し，その
結果を元に運動プログラムを提供し，その効
果を判定する．対象者にフィードバックする
とともに，運動プログラムを見直していく． 
 さらに，第3段階（（3）平成20（2008）年
度）として，「介護予防サービス」を実施す
る「地域包括支援センター」のスタッフが利

用可能なシステムの構築を目指す．すなわち，
スタッフが身体機能測定を実施し，それをパ
ソコンに入力することで，データベースに基
づいた個人プログラムを自動的に作成し，運
動指導を行い，その評価が可能となる環境づ
くりを行う．また，データの蓄積に伴い，個
人プログラムの見直しを行う． 
 介護予防，すなわち，要介護状態にならな
いようにするという視点で見直されたこの
制度を支援するシステムの構築は，今後，「介
護予防サービス」をより実践的で効果的なも
のにしていくためのモデルケースとなるこ
とが期待される．また，昨今の社会情勢やIT
技術の進歩などを踏まえ，「介護予防サービ
ス」を支援するシステムに IT技術の導入を
試みることは意義深い．また，IT技術を活用
したシステムの構成を試みは，様々な情報提
供や各種サービスのポータルツールとして
も利用可能なネットワークシステムの実現
に寄与できるものと考えられる． 
 
３．研究の方法 
（1）平成18（2006）年度 
 要支援 1・2の認定者が実施可能な身体機
能評価テストバッテリの作成および評価基
準値の設定 
①期間：平成18（2006）年4月～平成19（2007）
年3月 
②対象：在宅高齢女性218名（平均年齢：66.2
±4.0歳），要支援者149名（平均年齢：80.3
±7.0歳）を対象とした． 
③方法：形態測定として，身長，体重，体脂
肪率を測定した．身体機能測定は要支援者へ
の適応可能性を考慮し，1）平衡系，2）操作
系，3）移動系の分類に沿い，以下の項目を
選択した．1）平衡系：ファンクショナルリ
ーチ，開眼片足立ち，タンデム．2）操作系：
椅子立ち上がり回数，長座位体前屈，つぎ足
歩行数．3）移動系：Up & Go，10m歩行，最
大1歩幅． 
 測定結果に主成分分析を施し，高い因子負
荷量を示す項目を選定することに加えて，要
支援1・2の認定者が実施可能な身体機能評
価テストバッテリの作成および評価基準値
について検討を行った． 
 
（2）平成19（2007）年度 
 要支援者の身体機能・日常生活自立度別運
動プログラム提供システムの開発 
①期間：平成19（2007）年4月～平成20（2008）
年3月（そのうち介入期間は10週間であっ
た） 
②対象：健康診断の結果，運動機能における
特定高齢者と診断された19名（平均年齢77.8
±5.0歳）を対象とした． 
③方法： 
【運動プログラム】身体活動量の増加や自宅



での運動継続をねらいとした運動指導（簡単
な筋力トレーニングやストレッチ，指体操な
ど）を1回につき約60分，週1回，10週間
に渡って実施した． 
【測定評価項目】形態測定，身体機能測定，
反応速度テスト，身体活動量調査を行い運動
指導期間の前後で検討を行った． 
 
（3）平成20（2008）年度 
 ITを活用した「介護予防サービス」を支援
するシステムの開発 
①期間：平成20（2008）年4月～平成21（2009）
年3月 
②対象：在宅高齢男性110名（平均年齢76.6
±7.1歳），女性589名（平均年齢74.1±7.9
歳）を対象とした． 
③方法：形態測定として，身長，体重，体脂
肪率を測定した．身体機能測定は要支援者へ
の適応可能性を考慮し，以下の項目を選択し
た．1）「歩行」に関係するもの（Up & Go，
10m歩行，8の字歩行），2）「器用さ・すばや
さ」に関係するもの（豆運び，ペグ移動，落
下棒反応），3）「力強さ」に関係するもの（握
力，上腕腕屈伸，椅子立ち上がり回数，起立
時間），4）「バランス・柔らかさ」に関係す
るもの（長座体前屈，開・閉眼片足立ち，フ
ァンクショナルリーチ，最大1歩幅，つぎ足
歩行）． 
 測定結果に主成分分析を施し，高い因子負
荷量を示す項目を選定することに加えて，要
支援1・2の認定者が実施可能な身体機能評
価テストバッテリの作成，評価基準値の設定
およびWebサイトの構築について検討を行っ
た． 
 
４．研究成果 
（1）平成18（2006）年度 
 本研究では要支援 1・2の認定者を対象に
実施されている「介護予防サービス」を支援
するシステムの構築を目指した試みを実施
し，その効果を検討することを目的としてい
る．平成 18（2006）年度は，要支援 1・2の
認定者が実施可能な身体機能評価テストバ
ッテリを作成するとともに，評価尺度の設定
を行った． 
 まず，在宅高齢女性218名（平均年齢：66.2
±4.0歳）を対象に身体機能の測定を行った． 
 天井効果のみられたタンデム，つぎ足歩行
の2項目を除外した7項目に主成分分析を行
った．第一主成分の固有値が2.78（全分散の
39.7％を説明）であったことから，第一主成
分が総合的な身体機能を表すと考え，ファン
クショナルリーチ，椅子立ち上がり回数，Up 
& Goの3項目をテストバッテリとして選定し
た．3項目の総合評価は，第一主成分得点（＝
－0.04×ファンクショナルリーチ－0.10×
椅子立ち上がり回数＋0.79×Up & Go－0.29）

とした．また，高齢者へのフィードバックを
考慮し，年齢尺度（身体機能年齢（歳）＝－
0.15×ファンクショナルリーチ－0.42×椅
子立ち上がり回数＋3.20×Up & Go＋65.0）
に変換した． 
 次に，要支援者149名（平均年齢：80.3±
7.0歳）を対象に同様の測定を行った．それ
ぞれの項目について 94.0～98.0％のものが
測定を行うことができ，その適応可能性が認
められた． 
 以上より，要支援 1・2の認定者の身体機
能を評価するテストバッテリと評価尺度を
作成した． 
 
（2）平成19（2007）年度 
 平成19（2007）年度は，要支援・要介護状
態に陥るおそれの高い高齢者（特定高齢者）
の身体機能を維持・改善を目指した運動プロ
グラムを試作し，その介入指導効果を検討し
た． 
 その結果，運動プログラムの前後で，対象
者の10m通常歩行（図1），10m最大歩行（図
2）に増加傾向が認められた．また，対象者
19名中8名において1日歩行数が増加してい

た． 
図1 10m通常歩行の変化 図2 10m最大歩行の変化 

 
 今回採用した運動プログラムは，特定高齢
者に対しても安全に継続することができ，身
体機能や身体活動量の向上につながる可能
性が示された．そして，多くの高齢者施設や
家庭においても広く活用することができ，長
期的な自立支援・介護予防対策のひとつとし
て利用できるものと考えられた． 
 以上の結果は，改正介護保険制度における
「介護予防サービス」を支援するシステムの
構築に関する基礎資料として利用できるも
のと思われる． 
 
（3）平成20（2008）年度 
 平成 20（2008）年度は，「介護予防サービ
ス」を実施する現場のスタッフが実際に利用
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できる ITを活用した身体機能評価や運動プ
ログラムを提案するシステムを構築し，運動
指導を容易に行える環境づくりを行うこと
を目指した． 
 まず，少数項目からなるテストバッテリの
作成を行なった．各テスト項目の簡便性や普
及性，安全性などを考慮した結果，4項目で
身体機能を評価するテストバッテリを作成
し（Up & Go，ペグ移動，椅子立ち上がり回
数，最大 1歩幅），対象者へのフィードバッ
クやライフスタイルの変容に主眼をおいた
評価尺度（身体機能年齢）を作成した． 
 
 【男性】Y＝1.151 X1－0.335 X2－0.325 X3
－0.144 X4＋0.411 CA＋71.19 
 【女性】Y＝1.079 X1－0.369 X2－0.387 X3
－0.147 X4＋0.300 CA＋80.14 
 ただし，Y＝身体機能年齢，X1：Up & Go，
X2：ペグ移動， X3：椅子立ち上がり回数，
X4：最大1歩幅，CA：歴年齢である． 
 
 歴年齢と身体機能年齢との散布図を図3に
示した．男女ともに推定精度は良好であった． 

図3 暦年齢と身体機能年齢との散布図 

（上段：男性，下段女性） 

 
 次に，上記の測定結果・データベースに基

づいた身体機能評価や家庭でも実施可能な
運動プログラムを提供するシステムの構築
を試みた．すなわち，4項目のテストバッテ
リを測定し，その結果をパソコンに入力する
ことで，身体機能が評価でき，また，Webを
通じ，家庭でも実施可能な運動プログラムを
写真や動画などで提供するシステムの試作
を目指した． 
 以上の結果は，高齢者の健康支援の現場で
利用可能なデータベースとして利用できる
ものと思われる． 
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